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(新規求人の動向) 

 足元で新規求人数の緩やかな減少が進んでいる（図表１）。 

新規求人数は景気の先行指標であるため、今後の景気の推移にも注意が必要となるが、何よりもこ

のタイミングで雇用情勢が悪化に向かいつつあることが目を

引く。増税の影響が終息するためには、実質賃金の増加が不可

欠であるが、雇用情勢の悪化はその妨げとなる恐れが大きい。 

新規求人の増減で賃金の動きが決まるわけではないが、経営

環境や収益状況の悪化が背景にあるとすれば、結果として賃金

の増加ペースにも影響が出る。 

 

(関西における求人の推移) 

新規求人の減少は、都市圏、地方圏ともにみられる動きであ

るが、都市圏では特に関西での減少が目立つ（図表２）。直近

の 10月は２月に比べると約１割の減少となるなど、南関東と

の差は開く一方である。もともと関西は賃金の伸びが全国に比

べて弱く、本来は他地域以上に雇用の安定が求められるだけに、

ここへきての求人の減少は重く受け止める必要があろう。 

 

(生産動向と求人との連動性) 

景気全体の推移をみた場合、少なくとも生産は堅調に推移し

ているなど、大幅な景気の悪化が懸念される状況ではない。か

といって、今後も生産の増加が続けば、求人が増加傾向に戻る

わけでもない。 

というのも、かつては生産動向と求人との間に高い連動性が

みられたが、2011 年頃からはほとんど確認できなくなってい

る（図表３）。今後は、生産の増加が続く一方で、求人は減少

し続ける状況もあり得るだけに、雇用情勢は慎重に見極める必

要があろう。 

仮に関西で求人の減少が続くとすれば、賃金の増加のさらな

る遅れにつながることで、増税の影響が長期化する恐れも出て

くる。 

テーマ：景気の先行き楽観論に水をさす新規求人数の減少 

～賃金の増加ペースの鈍化につながる可能性も～ 
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連動性の低下 


